
地方創生テレワークの推進に向けて

令和５年５月
内閣府 地方創生推進室

資料１３－６



デジタル田園都市国家構想総合戦略の全体像 と 「地方創生テレワーク」の位置づけ

※デジタル田園都市国家構想総合戦略（令和４年12月23日閣議決定）概要から抜粋
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モデル地域ビジョンの例
＜取組例＞
スマートシティ、スーパーシティ ■「デジ活」中山間地域

産学官協創都市 ■ＳＤＧs未来都市

脱炭素先行地域

重要施策分野の例
＜取組例＞
地域交通のリ・デザイン ■こども政策

教育DX ■地域防災力向上

遠隔医療 ■地方創生テレワーク

観光DX

施策間連携の例 地域間連携の例
地域ビジョン実現を後押し

スマートシティ
AiCT

（福島県会津若松市）

担い手減少に対応
した自動草刈機の

導入

データを活用した
スマート農業の取組

（高知県・高知大学）

地域交通システムや
コミュニケーション
ロボットの活用

（宮城県石巻市）

バイオマス発電所稼働
による新産業の創出
（岡山県真庭市）

自動運転バス
の運行

（茨城県境町）

医療機器装備の
移動診察車

（長野県伊那市）

保健師等との
オンライン相談

（山梨県富士吉田市）

観光アプリを活用した
混雑回避・人流分散
（京都府京都市）

空き蔵を活用した
サテライト

オフィスの整備
（福島県喜多方市）

GPS除雪管理
システムの導入

（山形県飯豊町）

オンラインによる
遠隔合同授業

（鹿児島県三島村）

関係府省庁の
施策を取りまとめ、
地方にわかりやす
い形で提示

ワンストップ型相談
体制の構築や地方
支分部局の活用等
による伴走型支援

モデルとなる
地域を選定し、
選定地域の
評価・支援

他地域のモデ
ルとなる優良
事例の周知・
共有、横展開

関連施策の取りまとめ 伴走型支援重点支援 優良事例の横展開

自治体間連携の枠組
みにおけるデジタル活用
の取組を促進

国が事業の採択や地
域の選定等を行う際に、
地域間連携を行う取
組を評価・支援

地域間連携の優良
事例を収集し、メ
ニューブック等を通じて
広く周知・共有

デジタルを活用した取組の深化 重点支援 優良事例の横展開
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地域ビジョンの実現に向けた施策間連携・地域間連携の推進



地方創生テレワーク推進に関する施策
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施策 内容
狙い

施設整備 人的支援 普及啓発・
機運醸成

デジタル田園都市国家構想交付金
（デジタル実装タイプ 地方創生テレワーク型）

「転職なき移住」を実現し、地方への新たな
ひとの流れを創出するため、サテライトオフィス
の整備・用促進等に取り組む地方公共団体
を支援。

〇 〇

企業版ふるさと納税

国が認定した地方公共団体の地方創生プロ
ジェクトに対して企業が寄附を行った場合に、
法人関係税を税額控除し、企業の実質負
担が約１割まで圧縮される仕組み（令和６年
度末までの特例）。
サテライトオフィスの整備や、専門的知識・ノ
ウハウを有する企業の人材の地方公共団体
等への派遣にも活用。

〇 〇

地方創生テレワーク推進事業
自治体や企業等による地方創生テレワークの
取組を一層推進するため、普及啓発・機運
醸成に向けて各種情報提供や相談対応、
表彰制度等を実施。

〇

 地方創生テレワークは、地方にいても都市と同じように仕事をし、収入を得ることも可能となるなど、地方
と都市の差を縮め、活力ある地域づくりに大きく貢献するという観点から推進している。

 内閣府が実施している具体的施策は次の通り。



 「転職なき移住」を実現し、地方への新たなひとの流れを創出するため、サテライトオフィスの整備・利用
促進等に取り組む地方公共団体を支援。

 令和２年度補正予算から令和４年度補正予算を活用し、計367団体を採択（高水準タイプ140
団体、標準タイプ227団体）。交付対象事業費は計167億円（国費ベースで103億円）。※
※採択ベース。令和２年度は「地方創生テレワーク交付金」、令和３年度は「デジタル田園都市国家構想推進交付金（地方創生テレワークタイプ）」

補助率 3/4（高水準タイプ）
補助率 1/2（標準タイプ）
※高水準タイプの場合、都道府県外利
用企業数・都道府県外利用者数・移
住者数について、高度なKPI設定が
求められる。
また、有識者による審査を実施する。

• 自治体施設整備に加え、
民間施設整備・進出企業
の支援が可能。

• ハード／ソフト経費の
一体的な執行

• サテライトオフィスの整備
支援等だけでなく、「進出
企業定着・地域活性化
支援事業」も措置

交付金の特徴

［金額は総事業費ベース、国費は３／４又は１／２］

進出企業地元企業・団体⑤進出企業定着・地域活性化の支援

事業費 最大3,000万円／事業本交付金を活用した施設の進出企業と地元企業等との連携事業を支援

＋

デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ 地方創生テレワーク型）による支援

①自治体運営施設を整備 ③既存施設の拡充・利用促進

④企業の進出支援

働く環境の整備

施設の利活用促進

進出企業
支援

事業費 最大1,200万円／団体

進出支援金
最大100万円／社

既存施設の拡充・利用促進で
地域に企業を呼び込みたい

施設を開設して、地域に企業を呼び込みたい

施設整備・運営 事業費 最大9,000万円／施設
利活用促進 事業費 最大1,200万円／団体

①↔②組合わせ可
（最大３施設）

施設整備・利用促進事業

②民間運営施設整備を支援

施設の利用企業を支援して地域への企業進出を促進

施設の利活用促進ＯＲ
①・②
または③ 視察・お試しツアー、

ビジネスマッチング、
Web 広報 等

＋ ＋

＋
（令和４年度第2次補正予算額 800億円の内数）
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北海道美唄市
・ 第三セクター所有施設内のオフィスを地方公共団体が借り上げ、市内に進出を検討している企業
等にお試しオフィスとして１週間程度無償で貸付。

・ 実際に入居を希望する企業は自己負担で賃貸契約も可能。

企業版ふるさと納税を活用したサテライトオフィス整備例

企業版ふるさと納税を活用し整備した美唄市の
サテライトオフィス「美唄ハイテクセンター」

企業版ふるさと納税（人材派遣型）（※）の活用例
第一生命保険株式会社 ⇒ 徳島県
・ 保険領域にとどまらない体験価値の提供を通じて、持続的社会の実現に貢献していくことを目指し、
企業版ふるさと納税を通じた地域の課題解決への貢献を推進。

・ ワーケーション推進や複業人材活用といった「転職なき移住」により新たな人の流れ作りを加速化す
る事業に従事。
（※）企業から地方公共団体等に派遣された人材の人件費を含む事業費へ寄附を充当

 国が認定した地方公共団体の地方創生プロジェクトに対して企業が寄附を行った場合に、法人関係
税を税額控除し、企業の実質負担が約１割まで圧縮される仕組み（令和６年度末までの特例）。

 サテライトオフィスの整備や、専門的知識・ノウハウを有する企業の人材の地方公共団体等への派遣
にも活用。

企業版ふるさと納税の活用
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損金算入
約３割

税額控除 最大６割
企業
負担

(約１割)

寄附額

税の軽減効果
①法人住民税 寄附額の４割を税額控除

（法人住民税法人税割額の20％が上限）
②法人税 法人住民税で４割に達しない場合、その残額を税額控除。

ただし、寄附額の１割を限度。（法人税額の５％が上限）
③法人事業税 寄附額の２割を税額控除（法人事業税額の20％が上限）

軽減効果

９最大
約 割



 自己宣言（地方創生テレワーク推進運動Action宣言）

●自治体や企業等を対象に、先進的な取組事例や各省庁・自治体による
関連施策、地域のサテライトオフィス情報等の、地方創生テレワークの推進
に役立つ情報を提供するポータルサイトを運営。
また、普及啓発に向けたオンラインセミナーも実施。

 情報提供

●自治体や企業等を対象に、取組状況に応じた戦略策定支援、情報発信支
援、マッチング支援等、地方創生テレワークの推進に向けた相談対応を実施。
（主な相談内容）
・サテライトオフィスの整備等に関する相談
・地域への進出やサテライトオフィスの利用に関する相談
・企業での地方創生テレワーク制度の導入に向けた相談

 相談対応

地方創生テレワーク推進事業による普及啓発・機運醸成

●地方創生テレワークに関する優良事例の横展開のため、優れた取組を実施する
企業・団体等と、当該企業・団体等と深く連携を行う自治体に対する表彰制度
（地方創生テレワークアワード）を実施。

●令和４年度においては
①離職防止、地方人材の採用・育成、ワーケーション推進を目的とした取組
②地域課題解決プロジェクトへの参加を目的とした取組
③地域側で企業等の地方創生テレワークの受入促進を目的とした取組
の３分野から地方創生担当大臣賞として計５件を表彰。

 表彰制度（地方創生テレワークアワード）

企業名：株式会社イマクリエ
連携パートナー自治体：石川県羽咋市
羽咋市の「就職を機に、女性が市から出て行く」という課題解決のた
め、「テレワークを知り、必要なスキルを身に着け、就業する」までを目
指すプログラムを企画実施し、市内に留まりながら就業する女性のテ
レワーカーの増加に貢献。

（受賞企業例）
分野②：地域課題解決プロジェクトへの参加を目的とした取組

地方創生テレワークポータルサイトイメージ（抜粋）

地方創生テレワーク推進運動Action宣言のロゴ
及び宣言書

 自治体や企業等による地方創生テレワークの取組を一層推進するため、普及啓発・機運醸成に向けて
各種情報提供や相談対応、表彰制度等を実施。 （令和５年度当初予算額：1.2億円）
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●地方創生テレワークの取組の「見える化」のため、その趣旨に賛同した企業
等が、地方創生テレワークに取り組むことを宣言。
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